(別添様式１)
平成２４年度当初予算
　支出科目　　款：介護人材確保対策事業費　項：介護人材確保対策費　目：介護人材確保対策費
	事業名:新　介護職員定着支援事業費補助金（単補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　いきがい支援担当　電話番号：058-272-1111（内2594）

　　　　　　　　　　　E-mail：ｃ11215@pref.gifu.lg.jp  
	事業費


　要求額：27,800千円　（前年度予算額：　0千円）
　
	要求内容

	

	１　要求の内容


・近年、急速な高齢者数の増加に伴い、要介護（要支援）認定者数が急増することが予想されており、介護を必要とする方々が安心してサービスを受けることができるよう、介護サービスを支える人材の確保と定着を支援する必要がある。しかし、介護分野は従来から離職率が高いため、人材を確保する上で職場環境の充実など介護職員の定着を支援することが重要である。
・介護職員の定着を目的として介護職員のスキルアップや職場環境の改善に取り組む介護事業者を支援するため、介護職員の資質向上のための研修や産休・育休の取得促進のために生じた人材不足の解消を図るため、介護事業者が代替職員（有資格者等）を雇用する場合に経費の一部を助成する。

・介護の資格（ヘルパー２級や介護福祉士等）を持ちながらも、未経験者や長く介護の現場を離れていた者など、潜在的な介護人材を代替職員として雇用することで、介護施設側のＯＪＴ等の指導等に係る負担も軽減され、また、一時的にでも介護業務に携わることで、介護分野への新規・再就労のきっかけ作りとなり、有資格者の掘り起こしにもつながる。
	２　所要経費


・補助金　27,800千円　
　　代替職員の雇用に係る経費のうち5,940円/日を上限として助成する。
　　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える
　　○介護サービスを支える人材を確保する
	２　これまでの取組状況


・平成２１年度～２３年度の３年間、緊急雇用創出事業として「職場環境改善のための人材確保支援事業」に取り組み、産休・育休の取得や研修等を受講する介護職員が従事している施設に対して代替の職員（失業者）の派遣又は新規雇用支援を行い、雇用の確保及び職場環境の改善を図ってきた。
・平成２１年度には５８名が、平成２２年度には１１３名が、平成２３年度には９８名（１１月末時点）が介護施設へ職員として派遣され、その分研修の受講や産休・育休の取得ができ、人材不足や職場環境の改善に効果があった。
	３　これまでの取組に対する評価


・平成２１年度の派遣者のうち２名が正規職員として、また平成２２年度の派遣者のうち９名が正規職員として介護施設に就職し、介護人材の確保にもつながっている。
・正規職員として介護施設に就職しなかった方々の中にも、直接介護の仕事に触れることで介護の仕事に対する興味を持ったり、介護の資格を取ることを考える方がおり、介護人材のすそのを広げる効果があった。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	要求額
	27,800
	
	
	
	
	
	※27,800
	
	

	決定額
	27,800
	
	
	
	
	
	※27,800
	
	


※「介護人材確保対策基金（仮称）」繰入金
